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～台湾問題を考える～



台湾 基本情報

・人口： 2,359万人（2019年）
・人口密度： 650人／

（日本336人、中国143人、韓国506人）
・民族構成
本省人: 福佬（ホーロー）人 73.5％

（明清代に移住、主に福建人）
外省人： 7.5％ 〔戦後中国から移住〕
客家人： 17.5％ （清朝に移住、主に広東人）

〔戦前から台湾居住〕
先住民族：1.5％





中国行政地図



台湾海峡と金門島



金門島の商店街 中国：福建省泉州市
台湾：金門県



中国外務省報道官の発言
（TV朝日 10月20日）

台湾の「偽国旗」（＝台湾を国家と認めると誤解される）

HPで修正 「偽旗」



台湾総統選

（出典：日本経済新聞 2016/1/17）

（参考：韓国 朴槿恵大統領 64歳）



中台対話を巡る歴史

（出典：日本経済新聞 2016/1/17）



中国と台湾

（出典：日本経済新聞 2016/1/17）

民進党『戦いを畏れず、戦いを求めず』を原則



台湾人の民族意識（2016年3月14日の聯合報）
・台湾人であり、中国人ではない＝73%
・台湾人であり、中国人でもある＝10%
・中国人であり、台湾人ではない＝1%

20-29歳の若者の民族帰属意識について
・台湾人であり、中国人ではない＝85%

台湾人の意識調査

政治大学選挙研究センターは1992からの台湾人/中国人意識調査
台湾人であり、中国人ではない

1992年＝17.6% 
1996年＝24.1% 
2000年＝36.9% 
2008年＝48.4% 
2016年＝58.2% 
2020年＝67.0% 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%81%AF%E5%90%88%E5%A0%B1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%94%BF%E6%B2%BB%E5%A4%A7%E5%AD%A6


台湾周辺の海域や空域で中国軍の動きが活
発化している。それでも台湾の世論調査では
中国による台湾侵攻の可能性は「ない」と考え
る人が6割強に上っていることが分かった。

（Record China 2018年4月）

台湾の現在の国際的地位
に関して、「不満」だとした
人は69．9％。「両岸関係

は外交関係より重要であり、
中国側を刺激しないよう、
国際的地位の向上に向け
た努力をやめるべきだ」と
する項目に「反対」と答え
た人は65．6％に達し、「賛
成」の人は23．5％にとど
まった。



（NNA アジア 201008）



李登輝元総統 葬儀

【ワシントン時事】米国務省は１６日、１９日に
行われる台湾の李登輝元総統の告別式に、
クラック国務次官（経済成長・エネルギー・環
境担当）を派遣すると発表した。アザー厚生長
官が８月に台湾を訪問し、蔡英文総統と会談
したばかり。台湾との関係強化を続けるトラン
プ政権の姿勢に、中国が反発するのは必至
だ。



中米： ベリーズ、エルサルバドル、ニカラグア、グアテマラ、
ホンジュラス

カリブ海： ハイチ、セントクリストファー・ネイビス、
セントルシア、セントビンセント・グレナディーン

南米： パラグアイ
オセアニア： キリバス、マーシャル諸島、ナウル、パラオ、

ソロモン諸島、ツバル
アフリカ： ブルキナファソ、スワジランド
欧州： バチカン （チェコ？ 2020年9月）

最近断交：ドミニカ共和国（2018年5月）、
パナマ（2017年6月）

台湾と国交のある国（19ヶ国）



蔡英文演説

蔡英文総統が匂わせた「中国への対抗」と「アメリカへの接近」

（インターネットTVでの書き込み（現代ビジネス20201013））





中国の問題

・香港「国家安全法」による一国二制度の信頼性低下
・民族問題をかかえる
－新疆ウィグル自治区（強制労働、イスラム文化排除）
－チベット自治区（チベット族圧迫）
－内蒙古自治区（モンゴル語廃止、漢語教育の強制）

⇒次の課題は「台湾」の統合

アメリカの問題

・米中貿易戦争 中国製品の輸入規制
（＝中国の台湾企業は？）

・トランプ政権の次期大統領選への反中国アピール
・台湾への武器供与（F16戦闘機など）
・米艦船の台湾海峡通過
・国内での人種差別問題が深刻
・中国系国民の存在感



中国本土の有力台湾企業

・鴻海精密（スマホ、タブレットなど）

・広達電脳（パソコン）

・明基電脳（パソコン）

・頂新集団／康師傳（食品／即席めん、飲料）

・統一集団（食品／飲料ほか）

・味元（食品／調味料）

・大成集団（食品／鶏肉、飼料）

・遠東集団（百貨店）

・郷林集団（不動産）

・遠雄集団（不動産）



台湾の課題

・2020年1月 台湾総統選 蔡英文圧勝
民進党：反中国、一国二制度を拒否
国民党：親中国

・中国大陸での台湾企業の存在感（i-Phone部品など）
・中国観光客数の激減
・金門島の実効支配は維持できるか

・新型コロナウイルス対策の押さえ込み成功
⇒国際的な評価大

選択（アメリカ or 中国）


